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はじめに 

  

 本報告書は、2008 年度大分県災害時要援護者対策先進事例調査・課題分析業務に係る一連の事業報

告書である。本業務は、大分県知事広瀬勝貞が国立大学法人大分大学に業務を委託し、教育福祉科学

部准教授山崎栄一が事業担当者として実施を行ったものである。当事業の目的、業務内容、報告書に

記載する内容は以下の通りである〔事業仕様書に記載〕。 

 

（目的） 

     災害時における要援護者の避難支援について、市町村が取り組む要援護者支援台帳の作成に向け

た支援を行うため、先行して実施している地域の取り組みや方策を整理して市町村に提供すること

により、今後の災害時要援護者への避難支援の促進に資することを目的とする。 

 

（業務内容） 

     災害時における高齢者や障がい者等の災害時要援護者の避難支援について、福祉関係者、自治会、

消防団等地域の人的防災資源を効果的に活用するための方策や要援護者支援台帳の作成について

の先進的な取り組み、課題、効果的な進め方など、支援推進対策事例調査を行い、報告書を作成す

る。 

   

（報告書内容） 

     （1）先進事例の調査・紹介 

     （2）要援護者対策の課題・問題点の分析 

     （3）要援護者対策の進め方についての提言 

 

本報告書の構成であるが、大きく分けて三部構成となっている。Ⅰにおいて、本事業年度において、

大分県で展開をしてきた避難支援の普及活動ならびにその過程で得られたアンケート分析を行って

いる。Ⅱにおいて、大分県外での先進事例の調査・紹介を行っている。Ⅲにおいて、これまで筆者が

調査研究を行ってきた成果を踏まえ、災害時要援護者の避難支援に関する基本的な知識ならびに課

題・問題点を提示・分析している。ここでは、市町村・地域ごとの様々な事情に対応できるように心

がけた。 
  本報告書を記載するに当たり、大分県生活環境部防災危機管理課 大分県社会福祉協議会 石川県

輪島市 新潟県新潟市 新潟県小千谷市 新潟県柏崎市 東京都豊島区 東京都板橋区 総務省消

防庁の方々には多忙にもかかわらずヒヤリングのお時間を割いていただき、また貴重な資料も数多く

いただいた。大分県生活環境部防災危機管理課の財前賢治（前）課長補佐には当事業の立ち上げに尽

力をしていただいた。大分大学イノベーション機構地域連携支援コーディネーターの宮成公則さんに

は当事業の執行に当たって苦心をしていただいた。大分大学教育福祉科学部 4 回生 江藤礼さん 藏

原典子さん 羽野まどかさん 古川千紘さんには当報告書の作成に多大な協力していただいた。すべ

ての方々に対し、ここに期して感謝申し上げる。 
 



Ⅰ 大分県における取り組み 

１． 講演会等の実施 

 

  当事業の一環として、大分県は県内の数カ所で県民ならびに市町村担当職員への啓発を目的

とした講演会・説明会を実施した。 
 
(1) おおいた減災フォーラム 

a) 大分市におけるフォーラム 

 2008 年 8 月 28 日大分市大分県立芸術会館大ホールにて、「おおいた減災フォーラム～

地震被害想定を踏まえて～」が開催された〔資料：おおいた減災フォーラム～地震被害想

定を踏まえて～〕。プログラムは以下の通りである。 
 

 基調講演 

  「想定外を想定する ―地震発生！そのとるべき行動は？―」 

  講師 日野宗門氏 Blog 防災・危機管理トレーニング主宰（消防大学校客員教授） 

 

 パネルディスカッション 

  「県民に求められる防災対策 ―地震被害想定を踏まえて―」 

コーディネーター 

 神足博美氏 大分合同新聞社 取締役編集局長 

パネリスト 

 千田昇氏 大分大学 教授  

  山崎栄一氏 大分大学 准教授（筆者） 

  村野淳子氏 大分県社会福祉協議会 専門員 

 進藤憲一氏 大分県生活環境部 危機管理監 

 〔資料：減災シンポ進行案〕 
 

b) 他市におけるフォーラム 

    大分市以外においても、フォーラムは開催されたが、基調講演を中心としたものであっ

た。プログラムは以下の通りである〔資料：おおいた減災フォーラム 別府会場〕。 

 

 基調講演１ 

「災害を減らすには ―「まさか」を考える―」 

  講師 花宮廣務氏 前大分地方気象台長 気象予報士 

     〔資料：災害を減らすには（「まさか」を考える）〕 
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 基調講演２ 

    「地震被害想定と要援護者支援対策」 

  講師 山崎栄一氏 大分大学 准教授（筆者） 

 

 講演会の実施日・開催場所は以下の通りである。 

2008 年 10 月 24 日 別府市中央公民館 

2008 年 11 月 7 日  竹田市総合社会福祉センター 

2008 年 11 月 12 日 佐伯市保健福祉センター「和楽」 

2008 年 11 月 26 日 宇佐市ウサノピア 

2008 年 11 月 27 日 国東市アストくにさき 

 
 
(2) ピアカウンセリング 

       大分県の主催ではないが、2008 年 7 月 12 日大分市平和市民公園能楽堂にて、大分市社

会福祉協議会大分市障害者生活支援センターさざんか主宰により、「第 9回 さざんか公

開講座 ピア・カウンセリングの集い ～防災について いっしょに考えてみませんか？

～」が開催された。プログラムは以下の通りである〔資料：第 9回 さざんか公開講座 ピ

ア・カウンセリングの集い〕。 

 

講演・トークディスカッション 

「大規模災害に向けて私たちにできること～災害時要援護者支援の現場からの報告」 

講師 石井布紀子氏 有限会社コラボねっと 取締役 

講師 山崎栄一氏 大分大学 准教授（筆者） 
 
（3) 市町村担当者会議 

       このような県民への啓発と平行して、避難支援事業に関わる市町村担当職員を対象に、

説明会を実施している。2008 年 10 月 17 日ならびに 2009 年 3 月 13 日に大分県庁において

市町村担当者会議が開かれ、そこでは、大分県内の市町村における避難支援の進行状況〔資

料：市町村の取り組み状況（平成 21 年 3 月現在）〕、災害時要援護者の個人情報保護の

あり方、他県における先進事例の紹介がなされた。 
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２． アンケート調査の報告 

おおいた減災フォーラムの開催と平行して、各開催市町村においてアンケート調査を行

った。アンケート内容は、以下の通りである。 

   
 アンケートのお願い 

 
  大分県では、災害時要援護者避難支援事業の一環と致しまして、減災フォーラムを開催させ

ていただいておりますが、それと並行して、大分県における要援護者避難支援の現状について

も調査を致しております。 
  つきましては、本日ご来場されました皆様に、要援護者避難支援に関する考えや期待・不安

についてアンケートを実施させていただきたいと存じます。アンケートの調査結果は、年度末

の報告書に記載させていただき、施策に反映させていただきます。書ける範囲内で結構ですの

で、ご協力のほど、よろしくお願いいたします。  
   

１ 性別について   （ 男 ・ 女 ） 

 

２ 年代について   （ ２０代・３０代・４０代・５０代・６０代・７０代以上 ） 

 

３ 本日はどのようなお立場でご来場されたのでしょうか？ 

   

（ 自治会役員・民生委員・関連企業・自治体職員・その他          ） 

 

４ 災害時要援護者避難支援に関して、どのような人・事柄に対してどのような期待を持っ

ているのか、あるいは、どのような人・事柄に対してどのような不安を持っているのか

について、ご意見があればお書き下さい（複数回答可）。 

 

４－１ 期待していること 

 （例：行政はもっと個人情報を地域に提供して欲しい  具体的にどのような台帳をつく

ればいいのか教えてくれる人がいるとありがたい  民生委員の人が地域の人を把握す

ることは重要だ） 

 

４－２ 不安に思っていること 

 （例：行政は地域に何をしてくれるのか  地域に個人情報が提供されることで何か問題

はないのか  要援護者の人を避難支援してくれる人が本当にいるのか） 

 

５ その他、フォーラムの感想などご自由にお書き下さい。 
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アンケートの結果概要 

 
大分市会場では 217 人、別府市会場では 55 人、宇佐市からは 53 人、竹田市では 54 人、佐伯

市では 49 人、国東市からは 69 人の方からの回答があった。 

  回答項目の中でも、別の項目に属させた方がいいと思われる回答については、適宜、配置換

えを行っている。また、回答の内容が重複するものについては、同様の回答として取り扱って

いる。回答の内容は以下の通りである。 

 

４－１ 期待していること 

〔行政〕 

（行政主導） 

・地域の役割分担と日頃の訓練を行政が主導すべき。 

・県市行政の指導が必要と思う。行政期待。 

・行政の強いリーダーシップ。 

・公的支援は欠かせないが、被災状況と支援内容に隔たりがない様、的確な判断を最速でお

願いしたい。 

・高齢者の一人暮らしの人が増加している。隣人関係が希薄な状態で、具体的にどのような

態勢がとれるのか、ニーズの調査をお願いしたい。 

・行政がもっと高齢者を把握して積極的にしてほしい。 

・迅速な対応と緊急時の行政の連絡窓口の設置。 

（耐震化等の減災） 

・住宅耐震化補強等の行政支援の周知を進めて欲しい。 

・私の地域は海抜 0m地帯、護岸の強化をお願いします。 

・耐震住宅シールを作成し、昭和 56 年以降建設住宅や耐震補強済の家に表示。要耐震補強

住宅へ早期補強を要請する。 

・建物の強度の診断体制の整備を行政に期待する 

・基本的には、自助・共助であるべきなので、自治会への補助（人的・経費的 etc）を検討

してもよい。 

（情報提供） 

・広報（市報等）による周知と地域住民への協力の促進 

・ハザードマップの作成・提供 

・どこの地域でどのような災害が起こりうるのかをまとめて、当該地域の住民に情報を提供

してほしい。 

・地震の起こりうる確率について、市民にもっと情報提供すべき。一般市民の危機感を促す

取り組みを。 

・情報提供システムの構築 防災組織の確立 啓発活動の促進 

・災害情報の伝達を瞬時に出来るようケーブルテレビや防災無線を利用して、市民の安全を

守って欲しい。 
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（個人情報の提供・共有） 

・行政はもっと個人情報を地域に提供してほしい。 

・個人情報と要支援者対策を、福祉部門と合同で対応してほしい。 

・条例で、自治委員・民生委員・防災士が個人情報を持てるように出来ないか。 

・民生委員は、1 人暮らしの高齢者についてほぼ完全に把握できますが、家庭での寝たきり

等について、個人情報保護ということで把握しにくい状況を何とかし行政から通知願いた

い。 

・消防団員が地域の人を把握することが良い。 

・『具体的にどのような台帳をつくればいいのか教えてくれる人がいるとありがたい』→台

帳の作り方を、民生委員や区役員に指導してくれるとありがたい。 

（避難行動・避難場所・備蓄） 

・災害が起こった際の避難場所の開設について、公民館や小学校の体育館での開設の有無の

判断、カギの管理、避難所の運営責任者、運営組織等の具体的内容の指示、指導をしても

らいたい。 

・避難所や福祉避難所の開設。どのような避難所があるのか情報の開示といった基本作りを

行政に対して期待している。 

・行政は地震のとき、旧市内で避難場所がどこであるのか目安の設定をするべき。広い建物、

野岡山の公園に導光台を造るべきでは。 

・学校が避難所になるとき、生徒や教師はどのような関わりを持てばよいのか、そういうこ

とを事前に行政の方から提案をしてもらえるとありがたい。 

・栄養食（食事）、水分 etc はある程度備蓄できているようだが、衛生材料の方はどう考え

ているのか、行政より防災組織が立ち上がった所には同じものを配布してほしい。 

・避難誘導につき消防団員に期待。  

（人材の育成） 

・「防災・救命」等にかかわる資格をお持ちの方を地域内で把握しにくい状況。行政の皆様

から有資格者に了承を得られた方で情報公開に応じていただける方につき、自治員にご連

絡くださると助かります。 

・人材を作ることを行政にお願いしたい。 

・推進委員育成（研修の実施）大分県防災推進委員制度の継続、拡充→各地区に推進委員を

設置し、意識の高揚を図る。 

 

〔地域〕 

（コミュニケーション・ネットワーク・地域力の充実） 

・地域コミュニケーション。 ・地域ネットワーク。 ・地域はもっと助け合うべきだ。 

・特定の人が地域の人を把握する以上に、地域の人がお互いに知っているおり、協力、助け

合っていける関係を築くことが重要。 

・地域力の維持、強化は日常からの活動が必要。その通りと思います。 

・自治会では村野さんが意見を述べられたように、自治会内の人間形成、モラルやマナー作

りから必要になってます。 
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（マニュアル等の作成） 

・あまり一律な防災計画でなく、地域実態（山・川・人など）に合致するものを作らせてほ

しい。災害時の具体的な行動マニュアルを作ってほしい。 

・自治会でマニュアルを作ってほしい。 

（自治委員・民生委員の活躍） 

・民生委員の人が地域の人を把握することは重要だ（複数回答）。 

・自治委員・民生委員・防災士等地域に於いて微細に打合せが具体的に出来るとよいと思う。 

・自治委員と民生委員が情報（名前・地図・家族情報・連絡先 etc）を共有すべきだ 

・民生委員各担当区域の要援護者情報を、自治会、となり組、と共有して緊急時の対応をス

ムーズに出来る、マップ作り、連絡体制を（演習を含む）確立することが必要。①情報の

共有 ②連絡体制 ③即応体制（演習） 

・地域（自治会等）が情報提供をしてほしい。 

・地域の各世帯を把握している。自治会長として（自治区）の責任もあり守秘義務もあるこ

とから、自治委員、民生委員との連絡を密にしていけばできる。 

・自治会長・民生委員の人が地域の人を把握することが必要。 

・民生委員数を増加させる。 

（人材の育成・確保） 

・地域指導者の育成。 ・避難支援してくれる人を育てる。  

 

〔その他〕 

（担い手同士の連携） 

・行政と地域ともう少し仲良くする方法を考えてほしい。 ・地域と行政の連携。 

・行政、企業、地域住民が一頑となって、災害対応できること。 

・行政→自治委員→組長と連絡体制を強化。 

・各建設会社と協力関係を作る。また、リース会社のクレーン車を緊急時使用できるように

しておくと、助ける人の力だけではどうにもならない現場でも命が助かる率が多くなる。

成人男性にはクレーンの取り扱い方法を教えておく。また、インフラの対策で、水道管が

だめになったときのことを考えて井戸の使用できる家をリストアップしておく。 

・組織的で大規模な動員の出来るのは、自衛隊以外にありません。迅速に動かせる体制を取

るべきだと思います。 

（情報提供） 

・緊急地震速報の啓蒙活動をもっと行ってほしい。 

・家具の固定方法などわかりやすく教えてほしい。 

・整備されたケーブル TVによる情報の充実を期待したい。 

・個人情報に限らず様々な情報をいろんなツールを利用して得られる事。 

・被災時に個人の安否をニュースで知らせてほしい。 

・把握はしているが、住居の点在もあり、全支援は物理的に困難。近隣の支援が必要。たと

えば、地域での放送の充実などの補助を頂き、とりあえず早い情報の提供を希望します。 

・うまくいってるケース（大分県以外でも）のノウハウがあれば、伝達して欲しい。また何
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か個人情報保護の点などで失敗した事例があれば教えて欲しい。そしてその場合の解決策

なども分かりやすく伝えて欲しいと思います。 

（避難行動・避難場所・備蓄） 

・山間部での移動手段の確保を期待しています。台帳を整備すれば、移動手段のない方を早

期に避難させられる。 

・情報共有の前に、避難場所の確保が大事だ。 

・避難場所になっている、学校の耐震改修をしてほしい。 

・学校に医薬品を備蓄しておくべき。 

・救援物資を確保してほしい。 ・食糧の備蓄。 

・地域の特性として水害が一番怖いと思っている。早め早めに連絡避難を実施するようにし

て欲しい。 

（人材の育成・確保） 

・若い人(大学生)の力が欲しい。 

・平日昼間に地震災害等が生じると、住居にいる者は老人のみ。救助作業に中学生の参加が

欲しい。 

・災害があった場合、ボランティアの方の支援を受けることも多いと思うが、ボランティア

の方の休学補償等の制度を確立する必要がある。 

・要援護者の救助者が負傷および死亡した場合の補償制度の確立。 

 

４－２ 不安に思っていること 

〔行政〕 

・災害直後には行政を期待できない。 

・行政が何をしてくれるか？出来るのか？分からない。 

・当市が自然災害発生が多いと行政は認識しているのか。 

・災害時に行政、消防団員の方々がどれくらいたよりに出来るのか？ 又、行政が定めてい

る緊急時の避難所について（ハザードマップ）場所、その建物の広さ、収容出来る人数に

疑問を感じる（大分市の中心部では特に）。 

・別府市には災害時の急を知らせる設備がない。ぜひサイレンなり避難設備をしてほしい。

強く要望します。メールとかは高齢者には分かりません。 

・行政機関同士・消防本部間の連携。 

・小学校の避難訓練等、学校単位のみで行われており、行政部門、市の防災担当、消防、市

教委等の横の連絡がついていない。 

・地震等の訓練が適切かどうか？検討が必要。 

・担当行政者の人員が少ないと思う。 

・個人情報保護を理由に腰をひきがちな行政のスタンス。 

 

〔地域〕 

（災害に対する意識不足・準備不足） 

・地域で防災訓練に取り組んでいるが、笛吹けど踊らずで反応してくださる地域住民は 10％

- 12 -



程度。 

・行政に反感もしくは興味がない人は、「いらぬ世話＋うるさい」の返事か多い。 

・多くの方々が行政に頼りすぎること。 ・行政に責任を負わせようとする住民の体質。 

・２～３日は行政はアテにならない。自主・地域での自助が必要だが、そのための組織づく

りが出来ない。 

・自治会の組織で決めていないことが多い。 

・自治会・民生・企業等独自で防災計画をされており、地域に対しての総合防災についての

意が少ない 

・自治会ではどこまで準備しておけばよいのか（水・食料・毛布など）。 

・地区の防災マップが統一されてない。 ・災害マップはあるが不十分。 

・支援を行うに当たって、旗振りをしてくれる人がいるのか。 ・リーダーは誰？ 

・災害時における自主防災組織（自治区）が確立されていない。 

・実際に災害が発生した場合、自主防災組織がどの程度の活動が出来るか疑問である。 

・災害時の支援を行う、自主防災組織もひん弱で、いざという場合はたして活動できるか不

安が大きい。 

・大分市を中心に災害が生じた場合、周辺地域まで支援の手が及ぶのか。当自治会は構成年

齢が若く、災害に対する認識が低い気がする。行動力はあるだろうが、団地内に住む高齢

の人たちへどれだけ手をさしのべられるか不安である。 

・支援体制の地域格差が大きくなる可能性が高くなる。 

（地域コミュニケーション 地域力） 

・現在のように地域の人々のつながりが減退している中で、地域力を高めるには何をすれば

いいか不安。 

・近所でのコミュニケーションが非常に希薄になっていること。 

・地域のつながりが、希薄になっている今日此頃、どれだけ地域のまとまりができるのか…

と思います。 

・自治委員、民生委員、ボランティア、その他の組織との連携はどうするのか。誰がまとめ

役となるのか。 

・自分のことでいっぱいであり、地域の人（要援護者）を救助するにはまだまだ、不足して

いる面は多い（特に、地域の連体感）。県民性もある。 

（地域の高齢化） 

・高齢化に対する対応。 ・高齢化して、自助・共助がどれくらい出来るのか。 

・田舎は、少子高齢化で、高齢者ばかり、支援する人もいない。 

・各地域で高齢者を助け出す人選をすることが大切ですが、いざという時、自分自身がどう

なるか、その時間帯によって違います。特に夜はどうすることも出来ない。 

・独居老人多く、近隣の人の援助を頼めない事。 

・災害が発生した時、日中の場合高齢者のみが残っており、病人等対象者の擁護をどうする

のか。 
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（個人情報の共有） 

・情報管理に不安である。 ・個人情報を地域に出すのは疑問である。 

・情報提供した個人情報の悪用（故意かどうかは別）。 

・台帳（名簿）が悪徳業者に渡って高齢者が被害にあうのではないか。 

・何でも守秘義務というのはおかしい。 

・「個人情報」として必要以上にお互い意識すること。  

・個人情報の問題をかかえている（団地関係者）。 

・要支援者すべてを網羅していない。 

・要援護者と援護者双方の理解と面識、連絡態勢が未整備だ。手順を追って整備すべきだ －

実体験を伴い実施。 

・台帳は作っているが災害時にそれが使用出来るか不安。 

・個人情報保護法が一人歩きし、名簿づくりに、保護法だ、プライバシー侵害だと最近はや

りにくい。→自治会内でも、プライバシー問題が大きく持ち上がり、支援にも支障してい

る。 

・本当に要援護の人が、援護を拒否し、情報を知らせてくれないこと。 

・日常的に、支援を拒否する人をどう扱うのか。 

・要援護者に対してどう周知させるか、また理解していけるか。 

・呼びかけ方式ではたして該当者が手をあげるか？ 

（災害時・避難行動時の不安） 

・不安という事ではないが、災害発生時自分が何をすべきかという事が今一つ判らない。 

・安否確認の対応。 

・災害が起きた時に、この地域の人はどこどこに避難したらいいのか良く分からない。 

・緊急時に適切な対応が出来るか不安。 

・要援護者を具体的に災害時どう支援したらよいか。具体的方法が示されていない。 

・要援護者の人を避難支援してくれる人が本当にいるのか（相当の複数回答あり）。 

・お互いに被災しているとき要援護者の支援が可能か。 

・当該者を把握していても、いざ災害時に空白（誰かがやるだろう）が生ずる恐れがある。 

・支援者が逃げ遅れる可能性が高くなるのではないか。 

・支援が必要なことを知らずに近所にいながら見捨ててしまうようなことが発生するのでは

ないかという不安。 

（民生委員の活動） 

・民生委員が防災マップを提供しているが、それを十分に活用してくれる人がいるか。 

・要援護者の情報をいつも①最新で正確につかんでいることの難しさと、②その個人情報の

保護の仕方と③連携する人や機関との情報の共有の仕方がとてもむずかしく、民生委員と

してどこまで責任をもてるのか不安に思っています。 

・民生委員として、65 才以上の独居高齢者・70 才以上の独居高齢者・80 才以上の高齢者夫

妻・身体障害者・その他、母子、父子等をそれぞれ色分けして災害時援護者マップを作っ

ているが、近時個人情報保護法等でどの程度まで公に（自治会等）に出せるのか、不安で

ある。又一民生委員が担当している人数は高齢者だけで数十人です（地域差はあるが）。
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その場合、直後にどう活動出来るのか、自信はありません。 

・地域の民生委員が要援護者をマップ等で知っているようだが、じいちゃんばあちゃんの民

生委員では、いざ災害が起きた場合どうしようもない。委員自身が人から助けてもらう状

態になる。 

・私の父が住んでいる地域には一人暮らしの老人が多く（父を含めて）日頃から民生委員が

健康管理等、把握しているが、緊急時の対応は、地域全員の老人にいきわたるのでしょう

か？ 

・民生委員は地域で信用されていない。 

（人材不足） 

・地域に若者が居なくて消防団が設立できない。 

・マンパワー不足（消防団員でさえ不足・高齢化している）。自治委員会、民生委員の積極

性に不安（順番で役についている人も多い）。又、高齢者や女性も多い。 

・昼間帯には行動出来る人材は少ない。 

・災害ボランティアを登録を行う制度：現状でどれだけ災害時に活用できるのか？ 

・有事の際、支援に必要なマンパワーが十分確保できるのか。 

 

〔その他〕 

（意識不足・準備不足） 

・不安が何であるか？実感できていない（安全に馴れている）。 

・住民の防災意識が低い。 

・大災害に対して何も期待できない。自主防衛しかない。 

・頭では理解出来ても、自身の問題としてなかなか考えにくい。 

（情報伝達 報道） 

・実際災害時に、うまく情報が流れるか心配である。 

・観光客に対する情報は大丈夫か。外国人にはどういう避難情報を伝えるのか。 

・テレビでの放送関係でのヘリコプター、報道などおもしろく放送しているとしか思えない。 

・高齢者はメールなど出来ない。 

・豊後高田市は、ケーブルでしているけどあまり役に立っていないと思う。一人暮らしの人

が入ってないので、何とか皆が分かるようにしてもらいたい。 

（住宅等の耐震） 

・災害でも色々あるが、大きい地震の時は道路、橋は通れない事がある。その時各地方の対

応は出来るのか？ 

・どんな家を建てればよいか どのメーカーの住宅が安全なのか 家具はどうすれば良い

か。 

・私の自宅の耐震度が非常に低い。かといって強化する資金がない。貸されても返金が不能

では。 

・近所の家はすべて古いので、大きな地震があれば死傷者はまちがいなく出てしまうと思わ

れる。出火したらまちがいなく火事が起きる。 
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（災害時対応・安否確認） 

・防災グッズが高値である気がする。 

・水、食べ物の確保 怪我等にあったときの対応・治療 電話の不通。 

・自分のファミリーの安全確保優先する。要援護者に手が回るか？ 

・仕事中に災害(地震)が発生したときの、家族の安全確保が心配。 

・親が独居なので万一のとき大丈夫かという心配。 

・自助共助公助の順で、まず、本人・本人の家族の安全が確保された後で、地域の要援護者

への共助に取り組み始めることになると思いますが、果たしてどれくらいの方が共助に当

たってくれるか、災害状況次第の面があり、必ずしも十分と言えません。 

・災害が起きた時、住民対応すべきとは思うが、残された幼い我が子はどうなるか考えると

不安です。 

（避難行動・避難場所） 

・助けてくれる人よりも、人を収容する場所がない。 ・ひなん場の生活が不安。 

・避難場所が遠い。坂が多く高齢者は難しい。 ・安全な避難場所がありません。 

・土砂災害・地震災害の避難場所・逃げ場所がない。これをどうするかが喫緊の課題。市民

全体が真剣に考えなければならない。 

・避難場所、避難経路等がはっきりしていない－明らかにしてほしい。 

・避難所の機能に問題がある（立地条件：大型車両が入らない等、収容人員が少ないと思わ

れる）。 

・小、中学校は地域との連携が深いので避難場所として有効場所と考えられるが、高等学校

ではどのような役割を担うのか、その体制づくりが急がれると考えています。阪神・淡路

の時、高等学校は敷地が広く、有効であったことを神戸の先生から聞いています。地域と

一度話し合う事が必要と考えます。 

・災害時避難場所の建物は耐震強度があるかないか不安である。 

・別府市に学校があるので、大地震が昼間あった場合、一時生徒を避難させても、別府の地

形上、被害が大きく生徒をどう家族に戻せるのか。 

・津波の場合、高台に避難しようにも高台が遠くて近くに高い建物がなく、いざという場合

停電になればエレベーターが動かない。 激震の場合、地割れなど埋立地では危険性が考

えられる。避難者などのパニック状態でスムーズな行動が出来ない。 

・その避難場所にいけない場合があるのでは。大水の場合、道路が通行できなくなるのです。 

・地震において、大きな被害は、住宅で起きてくる。その対策として大分の住宅については、

耐震について、さらに免震技術の導入等、遅れている。大至急対策が必要であろう。公共

建築物の免震化が必要。 

・特に水害時の避難場所の確保（本校が比較的標高が低く河川に囲まれた中州に立地）が不

安である。 

・水害での避難場所が適当ではない。でたらめと言っても過言ではない。もっと実態を考え

て決めるべきである。地域の意見を最も尊重すべきである。 

・先日、地域住民から災害時の避難場所が分からない、教えて欲しいと言われ市に問い合わ

せてホームページで知ることができた。インターネットで知ることのできない人はどうや
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って知ったらいいのであろうか。 

・上記避難所開設の場合、食事の提供、医者、保健師の派遣、簡易トイレの設置などのマニ

ュアル、系統図はできているか（大分市に対して）。 

 

５ 自由回答 

〔感想 今後の対応〕 

・個の対策、地域の対策等の重要性を感じた。 

・自主防災の必要性、事前対策の重要性を認識した。 

・保険の見直しをしようと思いました。 

・防災情報を頼りにするのみ。→情報をきちんと守り早目に行動を取ることが大切と思いま

した。 

・災害についての学習の機会を増やす事、個人での積極的な取り組みが必要と思った。 

・地域の支援活動の重要性を認識することができた。 

・自治会を中心とした防災体制の確立が必要。 

・自主防災組織の重要性・活動拠点の確保等、マニュアルの整備・活用をしていきたい。 

・地震は必ず起きる。減災の準備が大切と認識した。 

・死亡災害を防ぐために建物の耐震強化や、家具の転倒防止等の必要性を強く感じた。 

・日頃のコミュニケーションが大切と思った。 

・安全・安心メールの登録が出来た事は今後の活動（自治会・情報ネットワーク）の一環と

して良かった。 

・改めて不安になった。  

・阪神・淡路大震災の映像を見て震災の恐ろしさを感じました。 

・障害者の援護について名簿をもらっているがその人のところに訪問したら、個人情報は私

たちに対しては問題ない。ようは、速やかに救助してくれたら良いとの言葉が出ました。 

 

〔講演についての意見・批評〕 

・先生の話はためになりました。 ・毎年 1回は開催してほしい。 

・テレビ放送もすべきでは（一部の住民への周知だけではもったいない）。 

・郡部（山間部）等での広報活動をお願いしたい。 

・各公民館（校区公民館のみでなく）でこういったフォーラムやグッズ展示などやってほし

い。 

・独居の人を守るための話をしてほしかった。 

・大変参考になったが、もう少し若い世代の参加を希望したい。 

・動員されてきている人が多く、あまり危機感なし。 

・基調講演があまり抽象的な話で興味が薄かった。パネルディスカッションはとてもよかっ

た。 

・パネルディスカッションについては、話が抽象的で大分県としての具体性にかけていると

思います。過去の事例より、これからの方針について聞きたい。 

・地震や風水害が来るという情報も大切ですが、そのときの対策、対応を指導して欲しい。 
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行政等の支援より個人の仕方が具体的にどうすれば良いか。①行政のすること②地域活動

ですること③個人ですること、の指導を具体的に欲しい。津波が来る風水等が起こるのは

わかるが、そうした場合の対応の仕方を指導していただきたい。 

・大学の先生の話は難しすぎる。 

・もう少しスクリーンが大きいほうがよい。プリントの文字が、会場が暗くて読みにくい。 

・一番大切な地域力のアップをどうしたらいいのか討論してほしかった。 

・実際に組織化されている事案等による説明や情報提供が欲しかった。 

・減災に対する指導者を育成するように望む。 

・講演は可能であれば、資料を見ないでＰＣなどを活用できると良い。 

・県のアクションプランの話で、「死者を半分」を連呼していたが、半分でいいのかという

ニュアンスで聞こえてしまう。あくまでも死者ゼロという意図を伝えるべきである。 

・行政職員が居眠りしていては、死者半減どころではない。 

・時間が長すぎる。 ・休みなしに３時間は長すぎる。 ・長時間で体力限界。 

・一方的な話で三時間も講演で疲れ、頭に入らない。参加者の立場に立った企画をして下さ

い。 

・パネルディスカッションは 1時間程度でいいのではないか。 

・講演は 2時間程度がよい。 ・こまめに休憩をはさんでもらいたい。 

 
アンケート結果の分析・評価 

 
   アンケートの結果を見ると、避難支援の担い手としての行政や地域（自主防・自治会・民

生委員）に対する期待と不安が見られた。行政については、積極的な活動やリーダーシップ

が求められているところである。地域については、災害に対する認識・準備、地域コミュニ

ケーションの充実、自治委員・民生委員の活躍、人材の育成が求められているところである。

また、地域にはコミュニケーションの希薄化・高齢化に対する不安が生じている。 

 個人情報の共有については、行政が積極的に情報を収集し・地域に提供することが要請さ

れている。地域においても自治委員・民生委員による把握が期待されている。他方、個人情

報が地域に提供される際に生じうる、情報管理の問題・悪用の可能性についての懸念が見ら

れた。  

講演会の内容が災害時要援護者に関する内容ではあったが、地域防災一般に対する期待・

懸念が多く寄せられたことは注目に値する。まずは、耐震改修、避難所の体制づくり、備蓄

の確保といった災害前の備えに関する意見、そして、災害時における避難行動、安否確認、

応急対応・情報伝達のあり方についての意見が見られた。これらのコメントは、それだけ普

段からの地域防災に対する県民の関心が高いことを示している。 
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写真：集団避難状況 

３． 別府市千代町の実践例 

 

(1) 避難訓練実施の背景 

    別府市は 65 才以上のお年寄りが 4 人に 1 人を超える高齢化先進地である。入院患者や

障害者向けの施設も集中しており、また立命館アジア太平洋大学がある関係で外国人留学

生も多く生活しており、要援護者となり得る人が多い地域だと考えられる。しかし、別府

市は 2006 年度に要援護者の登録制度を創設しデータベース化を進めているが、対象者本

人が申請する「手上げ方式」を採用し、要援護者自身が支援員を 2 名申請しなければなら

ないため、登録数は 2007 年末で、628 人に止まっている。市内の重度障害者（3650 人）

と比べても、わずか 6 分の 1 である。こうした状況の中、別府市では 2007 年 6 月に群発

地震が発生し、災害時の避難支援の必要性に注目が集まった。また 2007 年 4 月にはユニ

バーサルマンションにて自立生活を行っていた重度障害を持つ女性が、マンション火災か

ら逃げ遅れて死亡する事故が発生した。もし、地域と消防、行政と深い繋がりが築けてい

れば、救うことができたのではないか。住民と関係機関が一緒になって行う地域づくりと

要援護者の防災対策が大きな課題として浮かび上がった。 
 

(2) 避難訓練の内容と個人情報収集・共有のプロセス 

    そこで、マンション火災が起こった別府市千代町では、県内のモデルケースとして、災

害時要援護者の避難支援をテーマとした防災訓練を行うことになった。火災が発生したユ

ニバーサルマンションにある NPO 法人も所属している福祉フォーラムｉｎ別杵・速見実

行委員会と大分県、大分県社会福祉協議会が先頭に立ち、千代町の住民が参加する。訓練

では、実際に避難路や避難所を通ることで障害となるものがないか点検することで、これ

まで分からなかった課題を発見することを目的としている。また、千代町自治会には要援

護者となる障害者が住んでいるということを一般住民に知ってもらうとともに、支援者が

千代町にはどれくらいいるのか、支援者が要援護者を連れて避難をするのにどれくらい時

間が掛かるのか調査することも目的とする。 
    要援護者の個人情報をどのように収集・共有

していったかであるが、「訪問希望調査書」〔資

料：訪問希望調査書〕をもって、自治会役員の

方がローラー作戦で戸別訪問をしていき、まず、

要援護者本人から、避難訓練への参加と避難時

における手助けが必要かどうかについて意見

を伺う。避難訓練に参加し、避難の手助けが必

要と答えた方のもとに、後日、実行委員会のメ

ンバー等が訪問調査に訪れ、「訪問聴き取り台

帳」〔資料：訪問聴き取り台帳 ならびに 資料：訪問聴き取り台帳かがみ〕への記入・作

成を行う。ここに記載された情報は、避難訓練後において自治会で共有される。同意を得

た上で災害時等には別府市に提供されることも予定している。 
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(3) 避難訓練の経過 

    千代町には世帯が 331 世帯あり、訓練ではそ

の世帯を小さなエリアで分け、直接避難所へ避

難するのではなく、そのエリアごとに構成され

る一時避難所に避難し、その避難所で人数を確

認し、その後指定避難所へ避難するようにする。 
 2008 年 9 月 3 日には、別府市のサザンクロ

スにて千代町の住民に対する訓練の説明会が行

われており、住民から様々な意見が挙げられた

（大分大学教育福祉科学部 4 回生 江藤礼によ 
る聴取）。 

 
・支援者や先頭に立って避難支援を行うグループの代表者が被災し、支援に来られなくなっ

たらどうするのか。もし昼に災害が起きた場合、仕事中で来られないのではないか。 
  →支援者等が被災して支援を行えないということは、非常に重要な問題である。災害はいつ

どのような状況で発生するか分からず、その災害の被害の大きさによって状況は変化する

ものだからである。そうした状況にも臨機応変に対応し、確実に避難支援を行えるよう、

防災訓練を行うことで、地域の人と関係を築き、要援護者情報を共有することで、誰もが

避難支援を行えるようにしておく必要がある。 
  

・今回の訓練には行政の人が参加しているが、実際の災害発生時には行政関係者は来られな

いのではないか。また行政関係者は、災害の対応に追われ、災害の現場に来ることは不可

能かもしれない。 
→しかし訓練を通して、住民自身の力で何がどこまで出来るのか、考え実践に備えることが

大切である。自分たちの身は自分たちで守る意識を持たなければならない。 
  

・災害時にエレベーターは使えないが、車いすの人の避難はどうするのか。何とかしたくて

も、自分ではどうすることも出来ない。  
・マンションの同じフロアに要援護者しかいないので、お互い避難支援が必要なので不安で

ある。 
   →地域住民が要援護者がどこにいるのか把握しなければならない。地域全体で要援護者を支

援していく姿勢が必要。 
  
    こうした説明会などを受け、12 月 7 日には千代町一帯で防災訓練が行われ、住民約 100

人とボランティア約 80 人が参加している。そのうち要援護者の 14 人は、2～4 人程度の支

援を受けながら、それぞれの要援護者の状況に応じた避難計画に沿って訓練を行った〔資

料：支援者日程（平成 20 年 12 月 7 日）〕〔資料：『地域住民の助け合いと高齢者・障がい

者の避難支援をともに考えよう』開催要綱〕〔資料：「支援者注意事項」〕。 

写真：担架搬送。消防団誘導の状況 
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この訓練を通して参加者からは以下のような意見が挙げられた〔資料：大分合同新聞 

2008.12.8 朝刊 19 面〕。このような訓練を通して、以上のような日常生活では気付けない災

害時の問題点に気付くことができ、日常の備えの重要性を確認するとともに、住民が防災に

ついて改めて真剣に考える良い機会となっている。 
 
   ・車いすに乗った要援護者が非常階段を下りるには、抱きかかえてくれる人と、車いすを運 

んでくれる人と最低でも 2 人の支援者が必要である。 
   ・マンションの非常階段は暗くて足元が危険。 
   ・避難路は段差が多く、車いすが転倒するとパニックになる恐れがある。 
   ・いざという時、今回のように多くの支援が受けられるのか不安。 
   ・要援護者自身が地域の人にどのような支援が必要か、具体的に示しておくことが大切であ

る 。 
 

付記：別府市千代町に関する報告は、大分大学教育福祉科学部 4 回生 江藤礼の報告を筆者

が加筆・修正したものである。 
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Ⅱ 県外における先進事例調査 

１．  新潟県新潟市の事例  

 
訪問年月日：2008 年 2 月 12 日 
場所：新潟市役所 危機管理防災課 

 
(1) 市の概要と経緯 

     面積は 726．10km2、人口は 81 万 2246 人。 
 2004 年 7 月 13 日水害において要援護者の避難支援が喫緊の課題となった。2005 年 10
月に名簿登録制度が出来たが、当初は「手上げ方式」から始まった。当時は、要援護者が

34000 人いると想定していたが、5000 人ほどしか集まらなかった。①制度を知らない、②

申請が面倒といった理由が考えられる。2007 年に「同意方式」を採用し、現在は、「同意

方式」「手上げ方式」を併用している〔資料：地域でともに助け合う 災害時要援護者申請・

登録制度のお知らせ〕。 
 
(2)  情報収集・共有の仕組み 

同意方式の方法であるが、まず、既存の高齢者・障害者・要介護者の台帳で要援護者に

なりそうな人の絞り込みをはかり、該当者に手紙を送る。手紙の内容は、住居を訪問する

ために市に登録されている福祉情報の一部を民生委員へ提供することに対する承諾を求め

るものである〔資料：災害時の安全な避難のために（災害時要援護者名簿登録制度につい

て）〕。そして、民生委員には、戸別訪問をする際のマニュアルを配布しており、そこには

具体的な対応例と想定問答集（Q＆A）が記載されている〔資料：民生委員戸別訪問につい

て（お願い）〕。 
 考えてみると、ここにいう同意というのは、「外部提供に関する同意」ということになる。

外部提供とはいえ、同意を得ながら提供をしていくのであるから、同意を得ないで目的外

利用や外部提供を展開していく「関係機関共有方式」という位置づけではなく、あくまで

も「同意方式」という位置づけをしていると解釈できる。DM（ダイレクトメール）の送

付をきっかけに災害時要援護者へのアプローチをはかり、本人からの同意を得ていくとい

う方法は、いってみれば、「DM（ダイレクトメール）を用いた同意方式」である。 
 返信をして積極的に同意しない場合には訪問しないが、返信をしないといった消極的同

意の場合は同意したものと見なす取り扱いをしている。その分、「抜け・漏れ・落ち」の予

防をはかっている。 
 名簿の作成に当たっては、新潟市は「新潟市災害時要援護者申請登録制度に関する要綱」

を作成しており、それに基づいて個人情報の収集・共有を行っている。新潟市では、地域

で避難支援、安否確認及び災害情報の伝達をする者を「援護者」と呼んでおり、援護者へ

の提供を視野に入れた名簿作成を行っている。 
 新潟市では、要援護者の個人情報を同一のデータベース上で、「災害時要援護者台帳」と
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「災害時要援護者名簿」の二つに使い分けている。前者は市の関係部署間で共有するため、

後者は地域の支援者に提供するために作成されている。内容の違いであるが、名簿登録に

ついての同意者のリストを名簿、同意者以外も含んだリストを台帳としている。名簿に登

録をした場合、市の関係部署での共有と地域の援護者への提供を同意したものとされる。 
 地域に名簿を配布するときは、避難支援マニュアルを配布しており、名簿の取扱から、

避難支援計画の作成、日ごろからの備え、災害時の活動に至るまでの内容が記載されてい

る。行政は、「存在情報」を地域に提供することで、避難支援計画という形で「支援情報」

を地域で収集・作成させようとしている。 
 
(3) インタビュー内容 

・訪問や名簿作成を拒否する人で、個人情報が原因で拒否する人は 1 割程度である。あと

の 5 割は自分で避難できる人、2 割は避難支援をしてもらえる人、2 割はすでに施設に入

所済みの人であった。 
・介護業者と 200 事業者ぐらいと協定を結んでいるが、そのままの状態となっている。 
・新潟市は、住民記録と連動することで日々の転退出等の把握し、地域へ配布した名簿の

更新は 6 月と 12 月の年２回としている。 
・新潟市が実施する前に地域で独自にやっている所もある。名簿を地図化しているところ

もある。ただし、自治会館では不特定多数の人間が見ることが出来るので、個人情報の

問題もある。 
・逆に自主防でも名簿の管理をいやがる所もあり、名簿を返す地域もある。 
・名簿を受ける地域の意識や民生委員の意識について地域性がある。(地域性がある) 
・避難支援のニーズが見えてこない。みんなが車による送迎といった避難支援を求めてき

たら、対応が出来ない。本当に避難支援が必要な人をどうやって見極めればいいのか。

ニーの調査を福祉の専門家と一緒にしたいが、登録者数が多く困難である。援護者には

名簿を受け取ったら、実際に会っていただくようお願いしている。ここで、援護の方法

を判断していただくようお願いしている。 
・援護者が避難支援をしていたときに生じた損害については、市では補償出来ないが、 社

会福祉協議会のボランティア活動保険に自費で加入してもらうことで補償が可能となっ

ている（年 460 円程度）。 
(http://www.fukushihoken.co.jp/volunteer/hosho/hosho.html) 

・団地はすぐに自主防ができる。 
・障害者情報の中には、HIV などもあるので、個人情報の取扱いにつき注意が必要。 

 
 

写真：インタビュー状況 
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２． 新潟県柏崎市の事例 

 
訪問年月日：2008 年 7 月 30 日 
場所：柏崎市役所 防災・原子力課 福祉課 

 
(1) 市の概要と経緯 

  2005 年に高柳町、西山町との合併をし、442．7 平方 km²（東京 23 区の 71％）に 93147
人（2008 年 1 月末現在）が住んでいる。 
  柏崎市では、2004 年 7 月 16 日の水害、2004 年 10 月 23 日の中越大震災、2005 年の豪

雪、2005 年の水害等によって、大きな被害を受けている。2007 年 7 月 16 日の中越沖地震

においては、死者 14 名、全壊 1109 棟、大規模半壊 675 棟、半壊 3830 棟という被害を受

けている。 
  2006 年度から福祉部局と防災部局での協議が本格化し、2007 年 3 月には高齢者、障害

者等の定義を定め、「要援護者名簿」を作成し、部局間で共有をはかっている。 
 

(2)  情報収集・共有の仕組み 

 具体的には、介護高齢課が高齢者のデータを、福祉課が障害者のデータを持っている。

そして、防災課はそれらのデータをもらっている。防災課は加えて、自主防が作成した名

簿のデータも有している。基本的には、関係機関共有方式を軸に名簿を作成しているとい

える。 
 2007 年度から、地域に対しては、自主防を作るのと同時に要援護者名簿の作成を依頼し

ている。とはいえ、自主防には柏崎市は個人情報を提供していない。ただし、民生委員に

は高齢者のデータを渡している。毎年、老人現状調査をしているので、その際にチェック

をしてもらい、介護高齢課と民生委員との間で情報共有をはかっている。基本的には、地

域に対しては民生委員にしか個人情報を提供せず、自主防は独自に個人情報を収集・共有

してもらうというスタイルを取っている。 
 かといって、柏崎市は地域に何も働きかけないというわけではない。自主防を作る際に

必要なノウハウについては手引きを作成しており、自主防災組織規約の参考例や地区防災

計画の参考例なども記載されている〔資料：自主防災の手引き 柏崎市〕。自主防の設立に

当たっては、柏崎市が補助金を出しており、①設立の会議の要する経費、②広報に要する

経費、防災資機材等の購入に要する経費に対して、補助金を出している(定額 20 万円＋自

主防の世帯数に応じた金額 1～15 万円)。また、自主防が独自に災害時要援護者台帳を作成

するにあたって必要なノウハウについても手引きが作成されており、案内チラシや台帳の

フォーマットなどが記載されている〔資料：地域で共に助け合う 災害時要援護者支援に

関する手引 柏崎市〕。 
 柏崎市の中でも活動が活発な自主防として、荒浜町内自主防災会がある。上記の手引き

も実はこの自主防の活動を模範としたものである。そこでは、自主防災委員の初動マニュ

アルも作成している〔資料：自主防災委員初動マニュアル 荒浜町内自主防災会〕。 

- 40 -



（3) インタビュー内容 

〔柏崎市役所〕 

・中越沖地震後の土砂災害時（2007 年 7 月 26 日）には要援護者の情報を地域に提供する

必要性が生じた。高齢者についてはすぐに提供したが、障害者については県と協議した

こともあり、提供が遅れた。 
・他方、中越沖地震時には個人情報は、必要性がなかったので出していなかった。 
・民生委員に個人情報を提供できるのは、守秘義務があるから。 
・中越沖地震時には、地域包括と福祉事業者が安否確認をしていた。 
・それを受けて、各事業所と協定を結んで災害時の支援情報の提供や福祉避難所の確保を

しようとしている。 
・中越沖地震後、ケアという点で一番ダメージを受けているのは精神障害者であった。身

体障害者や知的障害者については、初期を乗り越えれば比較的に何とかなる。 
・障害者といっても、災害時に要援護者なのかは一概には言えないところがある。 

 
〔荒浜町自治会長 渡辺さん〕  

・1998 年 4 月に自主防災会を立ち上げた。設置はしているものの、役員の意識は全くなか

った。 
・2006 年 6 月に「地域で共に助け合う」を作成した。同 9 月 3 日、町内単独で原子力防災

訓練をした。 
・2007 年 12 月にマニュアルを作成した。被害状況と避難状況を報告するようになってい

る。 
・役所にいた人が町内にいると心強い。 
・どうしても避難支援者がいなかった場合はどうするのか。隣近所でも仲が悪かったり、

頼むのが苦手な人もいた。そういう場合は役員の方から頼んでみた。 
・台帳の保管方式としては、該当する区長に渡しておくようにしている。みんなが区長に

なるわけではない。 
・中越地震後、16 日の昼から炊き出しを行っていた。普段からイベントで大釜料理を地域

で作っていた。 
 

 

 

 

 

 

 

 
写真：インタビュー状況 
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３． 新潟県小千谷市の事例 

 

訪問年月日：2008 年 8 月 1 日 
場所：小千谷市役所 総務課 

 
(1) 市の概要と経緯 

 面積は 155．12km2、人口は 39742 人（2009 年 3 月 1 日現在）。新潟県中越大震災（2004
年 10 月 23 日）で、死者 19 人（内、市民 17 人）、全壊 622 棟、大規模半壊 370 棟、半壊、

2386 棟という被害を受けている。2004 年 5 月 12 日に東京都杉並区と災害時相互援助協定

を締結している。 
 災害時要援護者名簿を本格的に作ることになったのは、2008 年からである〔資料：災害

時要援護者避難支援制度のご案内〕〔資料：始まります災害時要援護者避難支援制度〕〔資

料：「災害時要援護者名簿登録制度」についてお答えします〕。まず、実務担当者（係長）

レベルで、ワーキングを立ち上げた。防災、福祉関係、社会教育、企画財政、市民生活の

各課で構成されていた。ワーキングは 2007 年 10 月 1 日に立ち上げられたが、これは、4
月に高齢者現状調査があるので、これとあわせてリスト作成・名簿作成をしようとしたた

めである。 
 

(2)  情報収集・共有の仕組み 

 小千谷市が有している高齢者・障害者の情報をもとに、避難支援対象者リストを作成す

る。これは、高齢福祉課がもっている高齢者や介護認定者の情報と健康福祉課がもってい

る障がい者の情報を総務課防災係に一元化したものである。 
 対象者に対して、民生委員に個人情報を提供することについて承諾するかどうかのはが

きを送る。その際に、承諾しなかった方は「災害時要援護者（不同意者）名簿」に登録が

なされ、災害時には地域に提供されるようにしておく。もし、はがきへの回答がなかった

場合は承諾したものとみなすことにしている。ここでは、「DM（ダイレクトメール）を用

いた同意方式」を採用している。 
 承諾が得られた方のリストを、民生委員（精神障害者の場合は市保健師）に提供し、民

生委員はそれをもとに戸別訪問を行う。その際に、要援護者名簿への登録の同意と登録申

込書への記載をお願いする〔資料：災害時要援護者避難支援制度登録申込書〕。そこで同意

をしていただいた方については、「災害時要援護者（同意者）名簿」に登録することになる。

また、ここで同意をしなかった方は、先ほどの「災害時要援護者（不同意者）名簿」に登

録されることになる。ここで同意をした場合、町内会、自主防、民生委員などの地域団体

や警察署、消防団に提供されることになる。 
 ここで作成をされた要援護者名簿は、地域に提供されることになり、提供された地域は

要援護者の方の家に訪問を行い、「災害時要援護者避難支援プラン」を個別個別に作成する

ことになる〔資料：災害時要援護者避難支援プラン個別計画書〕。そして、地域における避

難支援プランの作成状況を小千谷市に報告することになっている〔資料：災害時要援護者
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避難支援プラン作成報告書〕。 
 
(3) インタビュー内容 

・避難支援プランの中には外国人は入れていない。 
・障がい者の中には地域に知られたくない人がいる。特に、精神障がい者の場合が多い。  
・高齢者、身体・知的障害者は民生委員が、精神障害者は市の保健師が訪問をしていった。 
・民生委員は、普段は高齢者しか知らない。 
・難病患者は、県の保健所に依頼し、県が本人に確認を取った上で同意書を市の方へ送っ

てもらった。 
・名簿リストの対象者は、4500 人ほどいたが、うち同意をされた方は約 2800 人、入院中

などで最初から対象外とされた方は約 500 人、不同意であった方は約 1200 人であった。 
・不同意の方のうち、個人情報という問題以外にも、「自分は元気だから大丈夫」「私より

ももっとひどい人がいるからそっちの方を支援してください」とかいった理由で支援が

不必要であると考えておられた方もいる。 
・反省点としては、避難支援対象者リストを作成する際に、絞り込みの対象者が多すぎた。

特に高齢者の位置づけであるが、「1 人暮らし高齢者、高齢者のみの世帯及び高齢者と児

童の世帯」という枠組みは大きすぎたのではないか。65 才以上で 1 人暮らしとかいっぱ

いいる。 
・自主防を担っているのは町内会長で、行政事務嘱託員として市の職員に準ずる取扱いを

している。その分、個人情報の取扱いについては信頼していた。 
・自主防の組織率は 93 パーセントある（2009 年 3 月 1 日現在は 98％）。 
・避難支援者は、自主防・町内会に協力を促した。支援が整った時点で市に報告する形に

なっている。 
・小千谷市の動き以前に、すでに名簿を作ってしまっている自主防もあった。 
・民生委員の存在がカギとなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真：インタビュー状況 
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４． 石川県輪島市の事例  

 
訪問年月日：2008 年 8 月 5 日～7 日 2009 年 3 月 18 日～19 日 
場所：輪島市役所 健康推進課 

 
(1) 市の概要と経緯 

 2006 年 2 月に旧輪島市と旧門前町の合併により誕生し、高齢化率は 35．8%と全国的に

も高齢化が進んでいる。面積は 426．26km² 、人口は 30847 人。 
 能登半島地震（2007 年 3 月 25 日）により、死者 1 名、全壊 503 棟、半壊 1057 棟とい

う被害が生じた。その際に、「福祉避難所」を立ち上げている。現在も、市内 5 カ所の介護

保険施設を福祉避難所としている。 
 国のガイドラインに沿って要援護者支援台帳の整備等を図ろうとしていた矢先に能登半

島地震が起こった。2008 年度から要援護者台帳の作成と高齢者・障害者等見守りネットワ

ークの構築に本格的に取り組むことになった〔資料：高齢者・障害者等見守りネットワー

ク〕。 
 

(2)  情報収集・共有の仕組み 

 まず、要援護者台帳に登録されることを希望するかどうかについて、要援護者の対象と

なると思われる高齢者・障害者等にはがきを郵送し、意思を確認する〔資料：要援護者台

帳登録の申請について〕。ここで、はがきを返送されなかった人についても、意思確認とい

う名目で戸別訪問することになっている。ここでは、「DM（ダイレクトメール）を用いた

同意方式」を採用している。 
 登録を希望された方については、ケアマネ・民生委員や市役所職員が訪問することにな

る。訪問を受けて、要援護者台帳に登録されることに同意をされた方には、「要援護者台帳

登録申請書」に記載をしてもらうことになる〔資料：要援護者台帳登録申請書〕。登録され

た個人情報は、民生委員、福祉推進員（地域）、消防署、警察署に提供され、共有される。 
 

(3) GIS データベースをもとにした要援護者台帳作成と政策法務 

 輪島市で特徴的なのは、こういった名簿作成の際に、GIS（地理情報システム）を活用

しているところにある〔資料：同志社大学立木茂雄教授提供資料〕。これは、全国的に見て

も先進的な試みである。 
 輪島市は GIS データベースを活用するにあたって、いかにして個人情報保護に関する法

令に沿った運用を図ればいいのか、政策法務上どのような手続を取ればよいのかについて

不安を抱えていたため、筆者が現地において説明会・ワークショップを開催することによ

り、課題の解決に取り組んだ。 
 基本的には、市町村が要援護者支援台帳を作成する際には、台帳を作成する目的・台帳

に記載される対象を明確にした上で、市町村長に対して台帳を作成する旨の「届出」が必

要となる。また、市町村が既存の台帳を活用して要援護者の把握をしようとしたり（目的
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外利用）、市町村が有している高齢者・障害者等のデータを地域等に提供しようとする場合

（外部提供）には、同様に市町村長に対して「届出」が必要とされる。 
 その際に、本人の同意を得ているか否か、どの既存の台帳を活用しようとしているのか

について、きちんとした届出をしているかどうかがポイントとなる。要援護者台帳の作成

には多数の課が関与することから、各課間を横断した全体ワークショップを開いて政策法

務上必要とされる届出のチェックが不可欠である〔資料：輪島市ワークショップパワポ原

稿〕〔資料：輪島市ワークショップ成果〕。 
 

(4) インタビュー内容 

・以前は、民生委員が独自にローラー作戦で福祉マップを作成していた（旧門前町）。 
・ケアマネと民生委員は守秘義務があるが、地域の福祉推進員には守秘義務はない。 
・民生委員の方に障害者宅の訪問をしてもらうのは難しい。 
・民生委員の方も障害者宅の訪問をすることに難色を示している。 
・台帳登録に関して、精神障害者の方の問い合わせが多かった。 
・精神障害者については、民生委員ではなく、ケアマネか保健所などの専門職が行くべき。 
・福祉推進員は、要援護者の見守りをするだけ。市から委嘱状が出ている。 
・避難時の移動方法（担架・車いす・杖・自立歩行）について聞いておけば、本当に避難

支援が必要かどうかがある程度把握できるのではないか。 
・GIS を用いた要援護者マップを作成した上で、浸水や津波等のハザードマックをリンク

させる予定。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真：インタビュー状況 

写真：ワークショップ状況 

写真：インタビュー状況 
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５． 東京都豊島区の事例 

 
訪問年月日：2009 年 3 月 4 日 
場所：豊島区役所 総務部防災課 

 
(1) 区の概要と経緯 

面積は 13．01km2、人口は 2009 年 1 月 1 日現在で 26 万 625 人。 
 2005 年 1 月の区議会において、2004 年に多発した災害を受けて出された要援護者の救

援対策に関する質問に対して、プロジェクトチームを発足させ前向きに検討する旨の答弁

をしたことを契機とし、国の作成したガイドラインに呼応する形で 2005 年度から本格的

にスタートするということになった。2005 年 6 月に検討会議を立ち上げることになる。防

災課が事務局となり、保健福祉部と個人情報保護の担当課が構成メンバーとなる。 
 
(2)  情報収集・共有の仕組み 

 要援護者が区内に 1 万人弱はいることが想定されることから、同意方式は断念し、関係

機関共有方式を採用した。具体的には、本人の同意を得ないで目的外利用を行うというス

タイルである。2006 年 1 月に個人情報保護審議会に諮り、防災課と福祉部局との共有が可

能になった。審議会に諮った内容は、①目的外利用と②電算処理についてであった。これ

をもとに 2006 年度に「内部共有名簿」が完成する。名簿の対象となったのは、療育手帳

（東京都では愛の手帳）、身体障害者（1～4 級）、要介護者（3～5）である。精神障害者な

らびに難病患者については、①区の所有個人情報をベースにしていること、②コアな部分

から出発したことから、含まれてはいない。名簿に記載されている人数は、2009 年 1 月末

現在、8336 人である。3 ヶ月に 1 回は更新をしている。 
 これらの名簿情報を地域に提供してほしいという声が上がったことから、手上げ方式に

よる本人同意を求めた〔資料：災害時要援護者名簿登録申請書〕。これを始めたのは 2007
年 7 月であった。ところが、実際に登録されている要援護者は 450 人しかいない。また、

このように集めた名簿を町会に配布をし、説明会を開いたが町会によっては支援プランの

作成が難航している。 
 このように豊島区では、関係機関共有方式による内部共有名簿と手上げ方式による地域

提供向けの名簿の 2 本立てとなっている。 
 

(3) 避難支援者の保険加入 

 豊島区でユニークなのは、避難支援者に対して保険をかけているところにある。地域へ

の説明会の際に、避難支援者への補償の意見があったので、整備を行ったとのことである。 
 内閣府に問い合わせたところ、ボランティア保険を示唆されたが、実際には通常のボラ

ンティア保険で災害時の活動を補償してもらうとなると、年間 1000 円以上かかるという

ことなので、保険会社に依頼して豊島区向けに新プランを作ってもらった〔資料：ボラン

ティア活動保険証券〕。そのおかげで、年間 500 円で加入することができるようになり、現
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在のところ 1279 名（避難支援者として登録されている者）が加入している。保険負担は

公費である。 
 
(4) インタビュー内容 

・基本的に想定している災害は地震である。水害 
としては、神田川の氾濫や都市型水害の可能性 
はある。 

・内部共有名簿のプログラムは区の職員による手 
 作りである。 
・内部共有名簿のデータは、専用パソコンに入れ 
 ており、他へのオンライン接続等は物理的には 
 できないようになっている。指紋認証、パス 
ワード（60 日周期で変更）といった管理を行っている。 

写真：インタビュー状況 

・内部共有名簿は、災害が切迫した時点でいつでも地域に提供できるようにしている。 
・個人情報保護審議会は、個人情報の保護に重点を置いており、ハードルが高い。特に前

例のない作業については厳しいチェックが入る。 
・要援護者の対象になりそうな人への DM（ダイレクトメール）も考えたが、①役所の手

紙は無視されがち、②中身をきちんと理解した上で返事をしてくれるのか、という点か

ら今は実施していない。ただし、今後は DM（ダイレクトメール）方式も選択肢の一つ

として検討していく予定。 
・DM（ダイレクトメール）方式を採用する際に、審議会への諮問が必要になる可能性が

ある。 
・町会から個人情報の提供を要求してきた割には、実際に手渡すとなるととまどいがあっ

た。 
・町会によって、区が渡した名簿の取扱いには違いがある。 
・区内には 129 町会があるがすべて自主防がある。そのうち 110 町会に名簿を渡した。（残

りの 19 町会には登録者がいなかった）。 
・民生委員の活動も、町会によって違いがある。町会と連携をしているところもあれば、

バラバラなところもある。 
・地域にプレッシャーをかけないように、「誓約書」ではなしに「受領書」という書類で個

人情報保護をお願いしている〔資料：配布書・受領書〕。 
・町会には、「個人情報保護のやり方は、現金を扱うような感じで扱えばよい」とアドバイ

スしている。 
・避難支援者不足解消のため、中学生を活用できないか検討中。 
・防災リーダーの育成が必要。 
・名簿を作成しただけで終わらせない工夫が必要である。避難訓練を定期的に実施すると

か。 
・保険であるが、加入している人と加入していない人との不公平が生じないかが不安であ

る。いざ、救助となった場合に差が出るのは不公平。 
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・保険で懸念されていた事柄は、避難支援者が死傷するということよりも、避難支援者が

要援護者に損害を与えないかということにあった。たとえば、避難支援中に要援護者を

けがさせたり、要援護者の物を壊すといったケース。そのため、加入している保険には

賠償責任に対する補償が含まれている。 
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６． 東京都板橋区の事例 

 
訪問年月日：2009 年 3 月 5 日 
場所：板橋区役所 危機管理室防災課 

 
(1) 区の概要と経緯 

面積は 32．17k ㎡、人口は 533529 人。 
 2006 年に東京都が発表した被害想定に基づいて、震災対策をしている。水害については、

荒川の水害が想定されるが、スーパー堤防下や 50 ㎜対策といった整備がされており、特養

や福祉施設には避難情報を配信することになっている。 
 板橋区では、防災部門と福祉部門との連携はこれからであり、それぞれの部門が各自の

方法で個人情報の収集・共有に当たっているのが現状である。今後に向けて、2009 年にプ

ロジェクトを立ち上げ、連携がとれるようにプロジェクト（検討会）の要綱を作成した。 
 
(2)  情報収集・共有の仕組み 

 防災部門では防災課が、2005 年より手上げ方式で要援護者の情報を収集している〔資

料：板橋区要援護者名簿登録制度のご案内〕。手上げ方式であるが、審議会に諮り制度導入

した。制度拡充の具体的な方法としては、区の広報や地域センターでのチラシの配付、民

生委員ならびに障害者団体へ機会を捉え出席し、申請を促している。要援護者は 4 万人は

いると推測されているが、この制度の登録者は 900 人あまりである。 
 福祉部門では、おとしより保健福祉センターが民生委員と連携をとりながら、70 才以上

の単身高齢者を対象に同意方式で区が名簿を作成し、担当民生委員等が個別活動に当たっ

ている（「一人ぐらしみまもりネットワーク」の一環）。審議会には全世帯の高齢者実態調

査の名簿作成にかかる目的外利用及び同意した高齢者名簿を警察・消防・民生委員・地域

包括センターに外部提供するとして承認を得ている。区内には 70 才以上の単身高齢者は 1
万 2408 人いるが、2008 年 7 月現在、5163 人が登録をしている（基本的には、平常時の

高齢者対策としての名簿作成であることに留意する必要がある）。 
 

(3) インタビュー内容 

・防災課はもともと情報を持っていない。庁内の共有はされていない。これからは庁内共

有していく。 
・同意を得ている場合でも、目的外利用・外部提供をする際には、審議会に諮問すること

が多い。審議会の審査が厳しい。ハードルが高い。 
・審議会では、情報の使い道、実効性などを聞かれる。これを立証できないと承認してく

れない。 
・平常時の単身高齢者対策として、民生委員には、区が作成した「見守りネット」の名簿

により、安否確認等の活動をお願いしている。これは DM 方式を採用している。 
・これと平行して、防災部門で災害時要援護者の名簿を作成している。平常時の名簿と災
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害時の名簿は別々。 
・民生委員から名簿の統一や災害時の要援護者名簿を平常時から備えとして欲しいとの要

望もある。自分で調べて名簿を独自に作っている民生委員もいる。 
・民生委員が独自に防災マップを作る動きがある。これは防災課が支援している。 
・全社協では、民生委員にマップ作りを推奨しているが、マップを担当外の民生委員と共

有する場合、個人情報保護の問題が生じ、今後担当課、民生委員と調整予定。 
・当事者が名簿掲載を拒否した場合、いわゆる「拒否者リスト」はない、作成する場合に

は保護審付議事項である。 
・難病の団体から災害時の個別支援対策を要請されている。 
・自主防の組織率であるが、200 ほどある町会のうち 95％が組織化している。ただ、町会

への加入率低下と高齢化が言われており、マンションや現役世代の加入率が低いようで

ある。 
・自分で調べて要援護者名簿を作っている自主防は稀だと思う。 
・1983 年から防災リーダーの講習を行っている。約 3600 人いる。計画では 120 人に 1 人

を構想しているが、まだ不足している。平均年齢は 66 才で、新規の人間（特に若者）が

入らないので、毎年平均年齢が上がっている。 
・大雨になると、区内の低地やがけ地で、局地的な浸水被害などがある。 

 
 
 
 

写真：インタビュー状況 
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Ⅲ 災害時要援護者避難支援に関する課題・問題点ならびに進め方  

１． はじめに 

 Ⅲの目的は、災害時要援護者の避難支援を行うにあたって、避難支援の当事者たちが持

ちうる悩みを抽出しながら、そういった悩みに対する問題構造を明らかにし、実践的な解

決の選択肢を提示しようとするものである。基本的には、個人情報の共有と保護のあり方

という政策法務的な視点のもとに、話を進めていく。 
 

２． 災害時要援護者の避難支援をめぐるこれまでの経緯 

災害時要援護者（以下、「要援護者」と略す）とは、自分だけでは、災害の認知が困難な、

あるいは十分かつ適切な避難行動等ができない人のことを指す。具体的には、高齢者、障

害者、子供・幼児、病人等が考えられるが、さらに、外国人や観光客、外部からの就労者

といった人々も情報の受容に問題があったり、地理に不案内であるといった点で要援護者

たり得る。 
 災害時要援護者の避難支援が必要とされると認識されるきっかけとなったのは、2004 年

に多発した風水害であった。その際、被災者の多くは高齢者が大半を占めていた。これを

契機に、要援護者の避難支援の体制を整えるべく、いくつかのガイドライン等が策定され

た。 
 とはいえ、現在においては、総務省消防庁による「市町村における災害時要援護者の避

難支援対策への取組状況調査結果」によると、災害時要援護者対策について検討委員会等

を設置している市町村は 2005 年度は 153 団体（1844 団体中 8．3％）、2006 年度は 288
団体（1827 団体中 15．8％）、2007 年度は 444 団体（1816 団体中 24．4％）と増加傾向

にある。ただし、2008 年 3 月 31 日現在、2009 年度までに設置予定としている団体をあわ

せても 1816 団体中 704 団体（38．7％）と 4 割にも満たない状況にある。 
 同調査結果を見る以上は、どの部局（防災関係部局・福祉関係部局等）が名簿・リスト

等を把握・作成をするのか、どのような方式で個人情報の収集・共有をはかるのか、どの

ような法的手法で個人情報の目的外利用・外部提供を正当化するのかについては、千差万

別なモノがあり、このあたり市町村―地域間の役割分担や市町村の政策法務のあり方につ

き、地域の事情に応じたコーディネートが求められているといえる。 
 

３． 要援護者の避難支援をめぐる要点 

 要援護者支援の担い手としては、市町村、社会福祉協議会、医療・福祉事業者、自主防

災組織、民生委員、隣人等があげられる。個人情報保護という視点からすれば、個人情報

保護の基本法として「個人情報保護法」があり、総論的な部分についてはすべての担い手

に適用される。そして、個別的・各論的な部分となると適用される法規範が異なる。すな

わち、市町村には「自治体の個人情報保護条例」が、それ以外の担い手には「個人情報保
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護法」が適用されることになっている。 
 市町村にとっては、個人情報の収集・共有・管理について、いかに条例に沿った政策法

務を展開できるかどうかが問題となる。他方、地域における避難支援の担い手たちは、個

人情報保護法上の事業者に当たるものの、5000 件以上の個人情報を取り扱うと言うことは

ほとんどないであろうから、その限りにおいて個人情報保護法の適用を受けない。ちなみ

に、民生委員は民生委員法 15 条によって守秘義務が課せられているが、罰則があるわけで

はない。このように、地域における個人情報の共有は、地域における避難支援の担い手に

対する法的規制・法的拘束が乏しいままで行われようとしているのが実情である。  
 法規制を受けない地域における避難支援の担い手たちによる個人情報保護をどのように

して担保するかである。かといって、彼らに守秘義務や罰則規定を設けるとなると、ボラ

ンティア的な側面が強い活動にそのような負担をかけさせてもよいのか、そして地域の担

い手たちがそのようなプレッシャーに耐えることができるのかという問題がある。そこで、

個人情報の収集・利用・管理・提供の仕組みを整備・工夫することで克服できないだろう

か。結論をいえば、このような仕組みというのは、地域内でのコンセンサスによって確立

されるべきであり、確立された仕組みの運用も自主的に行われるべきということになる。 
 以下においては、４．において、まず市町村が政策法務上考慮しておくべき事項をピッ

クアップした上で、５．以降で要援護者の個人情報の収集・共有のあり方（ルール）を避

難支援の担い手（特に地域）で作り上げる際の悩みをピックアップしながら、検討してい

くことにする。 
 

４． 個人情報保護に関する市町村の政策法務 

(1) 個人情報保護条例と政策法務 

 先ほども述べたように、要援護者の避難支援を行うにあたって、市町村にとって政策法

務上最も関連が密接になるのは個人情報保護条例である。ただし、条例も市町村の数だけ

あるのでそれらのすべてを見ていくというのは不可能である。とはいえ、市町村の個人情

報保護条例はあまり大きな差異がないということなので、要援護者の避難支援に関連のあ

りそうな条項について言及をしていくことにする。 
 

(2) 個人情報の収集 

 個人情報を収集するということは、市町村自らが要援護者の避難支援台帳を作成すると

いうことに他ならない。そうなると、まず、収集の目的、収集される対象、収集される情

報の内容ならびにその取扱について、「登録簿」「収集届」等を作成しておかなければなら

なくなる。これが、政策法務の第一歩である。 
 
(3) 個人情報の目的外利用・外部提供 

 実際に、目的外利用・外部提供に正当性を与えるのは自治体の個人情報保護条例なので、

条例のどの条項に基づいて正当化すればいいのだろうか。基本的には、本人の同意があれ

ば正当化されるのはいうまでもない。問題になるのは、「本人の同意を得ないで」個人情報
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を目的外利用・外部提供しようとする場合である。では、個人情報の「本人の同意を得な

い」目的外利用・外部提供の正当化であるが、いくつかの条項が考えられる。 
 まず、「明らかに本人の利益になるとき」という条項が考えられる。一見、自然災害とい

うことなので、これでやってみようと考えがちになるが、本人の利益になることの明白性

を立証しなければならないということになるわけで、この場合は、生命・身体に対する危

害の切迫性が要求される。「人の生命、身体、生活又は財産の安全を守るため、緊急かつや

むを得ないと認められるとき」という条項も同様である。そうなると、この条項を用いる

となると、災害切迫時でないと正当化が困難である。 
 平常時において要援護者の個人情報を共有しておこうというのであれば、市町村として

は「特別の理由」「相当の理由」「公益上の理由」という条項に基づいて、目的外利用・外

部提供を正当化していけばよいのではないかということになる。具体的にどのような視点

からこういった理由の正当性が判断されるべきかについては、６．の（2）を参照されたい。 
 

(4) オンライン結合による提供の制限 

 要援護者の把握や避難支援者の手配等を行うにあたって、既存の情報システムや GIS 等

を活用することが期待される。その際には、オンラインによる結合が想定されるために、

条例上のオンライン結合による提供制限の条項をクリアしておかなければならない。個人

情報保護条例では、「公益上の必要」があって、「個人情報保護のための必要な措置がとら

れている」場合にオンライン結合を認めている。加えて、これらの理由があるかないかの

判断につき「個人情報保護審査会」の意見を聞いた上で、判断を行うように求めている市

町村もある。 
 

(5) 提供先に対する措置要求 

 個人情報保護条例には、個人情報の提供先に対しては、使用目的ならびに使用方法につ

いての制限や適正な取扱を確保するための措置を講じなければならないという規定がある。

この条項に基づいて、要援護者支援の担い手に対して個人情報の収集・利用・共有・管理

の方法について研修や説明会、マニュアルの作成等が行われることになる。 
 

(6) 個人情報の適正な管理 

a) 実施機関 

 個人情報保護条例には、要援護者の個人情報を保有している実施機関は、個人情報の正

確性・安全性が確保されるように管理しなければならないという規定がある。要援護者本

人の情報のみならず、その避難支援者についても情報が常に最新の状態で管理されておか

なければならない。たとえば、要援護者や避難支援者が引っ越し等をしたときに、そうい

った状況の変化をどのようにして把握していくのかについて工夫しておく必要がある。 
 
b) 個人情報の委託先 

 個人情報保護条例には、個人情報を実施機関以外のものに委託するときは、個人情報保

護に関し必要な措置を講じなければならないという規定がある。たとえば委託先としては、
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データの処理業者であるとか、情報管理システムの委託先である社会福祉協議会などが考

えられる．これらの者が個人情報を漏らした場合には、罰則規定が用意されているので法

的責任が重い。ここまでの法的責任が課せられるとなると、要援護者の個人情報の管理等

を任せやすくなると思われる。 
 
(7) 要援護者本人（ならびに避難支援者）による 

情報の開示・訂正・削除・利用停止等 

    自己情報コントロール権という点からいっても、確保されるべき事項である。たとえば、

要援護者本人や避難支援者が引っ越し等をした場合には訂正を要求するといったことが考

えられる。 
 
(8) 個人情報保護審査会 

個人情報保護条例によっては、これら個人情報の目的外利用・外部提供、オンライン結

合が「特別の理由」「相当の理由」「公益上の理由」を有しているか否かについて、個人情

報保護審議会に対して諮問を図ることとしている市町村もある。この審議会においては、

個人情報保護の仕組みがきちんとできているのかどうかを審議してもらうことになる。私

は、この審議会での検討が重要であると認識している。 
審議会への諮問がいい加減なものであれば、審議会は避難支援プラン作成事業を認める

べきではない。では、どのような観点から審議をすべきであるかについても、ある程度の

審査基準は想定しておくべきではないかと考えている。結論をいえば、個人情報の目的外

利用・外部提供そのものの正当性をいかにして確保するのかという問題に加えて、その後、

実際に収集した個人情報をいかに利用して、共有し合って、管理していくかという、支援

システム・情報システムのあり方が大事なのである。審議会ではそういった部分にまで踏

み込んで検討をして欲しい。 
 

５． 当事者の悩み１―どこに要援護者がいるのか 

(1) 要援護者存在情報と要援護者支援情報の区別 

 個人情報の収集や共有のあり方（ルール）を考えるに当たっては、要援護者の個人情報

を「要援護者存在情報」と「要援護者支援情報」に分けると整理がしやすくなる。具体的

には以下のような分類が行われる。 
 
 要援護者存在情報（以下、「存在情報」と略す） 
  要援護者の氏名 住所 性別 生年月日 連絡先 要援護者であることを示す情報 
  
 要援護者支援情報（以下、「支援情報」と略す） 
  要援護者の避難場所 避難経路 避難後の医療・福祉的配慮の必要性 
  避難支援者の氏名 住所 支援可能な時間帯 
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 要援護者の避難支援の第一歩は、どこに要援護者がいるのかという存在情報を入手する

ことから始まる。存在情報は、要援護者にアプローチを試みるためには不可欠な情報であ

る。そして、支援情報も記載されて始めて、避難支援台帳が「完成」したとみなされ、要

援護者本人の避難支援体制が整ったといえる。そして、地域内の要援護者に対する避難支

援体制が整ったところで、「防災ネットワーク」が完成したということになる。存在情報と

支援情報の違いであるが、存在情報については本人の同意を得ないで共有することが許さ

れる場合がある（６．（2）参照）が、支援情報にいたっては、本人の同意を得なければ収

集・共有することはできないという点にある。 
 

(2) 個人情報（存在情報）の収集・共有の 3方式 

以上のように、要援護者の存在情報の把握は情報共有の第一歩である。避難支援の担い

手が要援護者を把握する方法としては以下の 3 つの方法がある。実は、ガイドライン等で

提示している 3 方式というのは、存在情報の収集・共有の仕方についての方式なのである。 
 

a) 同意方式（＝「ローラー作戦」「DM 作戦」） 

 要援護者のもとを訪れ、本人の同意を得てから個人情報を入手する方式。堅実な方式だ

が、調査対象が不在・居留守の場合はどうしようもないし、調査対象が多すぎる、あるい

は情報収集の担い手が少なすぎると、ローラー作戦は不完全なものとなってしまう。また、

調査の担い手と要援護者との関係性にも影響される（５．（3）参照）。 
 最近は、ローラー作戦ではなくて、要援護者になりそうな方に対して DM（ダイレクト

メール）を送付し、本人に同意をはかってからアプローチをはかる方法も現れている（６．

（2）参照）。この方式は、報告書Ⅱ大分県外における先進事例調査において、新潟県新潟

市、新潟県小千谷市、石川県輪島市、東京都板橋区（福祉部門による「見守りネット」）が

採用をしている。 
b) 手上げ方式（＝「呼びかけ作戦」）  

 避難支援の担い手による広報・呼びかけを通じて要援護者が自主的に存在を知らせてく

れる方式。①不特定多数の人間に呼びかける＋②自主的な手上げを待つところに特徴があ

る。理想的な方式だが、要援護者自身が、①避難支援制度の存在を認識する＋②自分が要

援護者であることを認識する、という条件が満たされて始めて、自主的に「手上げ」をし

てくれることになる。これらの①②を満たすには、日ごろからの広報や防災教育が必要と

なる。 
c) 関係機関共有方式（＝「ピンポイント作戦」） 

 同意方式は、調査対象地域における不特定多数の人間を対象に戸別訪問調査するが、関

係機関共有方式となると、市町村がすでに保有している介護保険台帳や障害者台帳を活用

することになる。 
 活用方法としては、①市町村の実施機関の内部において、福祉目的に収集されたこれら

の台帳を避難支援という防災目的で使用するという意味での「目的外利用」と、②これら

の台帳を市町村の実施機関外部である地域に提供するという意味での「外部提供」という

方法が考えられる。そうなると、あらかじめ要援護者になりうる人がどこにいるか分かっ
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ているので、「ピンポイント作戦」になる。ゆえに、情報収集の担い手の負担が軽減される。

ただし、市町村が保有する個人情報を本人の同意を得ずに目的外利用・外部提供するとい

うことになるので、それをいかにして合法化するかという問題が残っている（６．（2）参

照）。 
 
 個人情報の収集・共有は本人の意思が尊重されることが原則なので、同意方式・手上げ

方式を基本にしながら、補完的に関係機関共有方式を採用するというスタイルが基本とな

る。ただし、同意方式・手上げ方式ではうまくいかない地域では、関係機関共有方式を前

面に押し出すというやり方も考えられる。また、これらの 3 方式の併用も考えられる。 
 

(3) いかにして要援護者から同意を得るのか 

 実際に、避難支援の担い手が要援護者の所在を知り、本人とアプローチをとることがで

きたとしても、本人からの同意が得られない場合がある。それには以下のような原因が考

えられる。 
 
 ① なぜ自分の情報が収集されなければならないのかについての無理解 
  →「なぜこんなことで情報を収集しようとするのか」 
 ② 勝手に自分の情報が利用・提供されていることに対する不満感 
  →「なぜ自分がここにいることが分かったのか」 
 ③ 自分の情報が地域に漏れてしまう、悪用されてしまうことへの不安感 
  →「地域に情報が漏れないか 犯罪に悪用されないか」 
 
 これらの原因は、個人情報保護法制の趣旨、要援護者の情報を収集・共有することの意

義・必要性や、個人情報がきちんと管理されるということを丁寧に説明していくことで、

解消されていくと思われる。本人からの同意というのは、避難支援の担い手と要援護者と

の信頼関係があって始めて得られるものである。要援護者の無理解・不満・不安を解消す

る仕組みとして、情報収集の担い手に適切な対人能力・説明能力を付けてもらうために、

事前に「想定問答集」を作成しておくとか、「ロールプレイング」を行うという方法が考え

られる。また、本人に直接説明を行うという方法以外にも、事業等に関連して広く広報や

情報提供をすることで同意を得られるようにするという方途も考えられる。 
 

６． 当事者の悩み２―法的制裁を受けるのではないか 

(1) 問題の所在 

 個人情報保護については、最近になって法整備が行われたばかりであり、実際のところ、

①いかにして個人情報の収集・共有を法的に正当化するのか、②それをどのように地域や

要援護者に「説明」するのかが市町村や地域における避難支援の担い手の負担になってい

ると思われる。市町村の中には、（組織的あるいは個人的に）個人情報保護法制を理解し、

それを地域や要援護者に説明する能力が欠如しているゆえに、端から個人情報は出さない
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という市町村もあるであろう。そこで、正当化の根拠や説得力のある説明の手法を提供す

る必要性がある。避難支援の担い手にとっては、個人情報保護法制に抵触して法的責任・

法的制裁を受けるのではないかという不安がつきまとう。これは、市町村だけではなく、

地域における避難支援の担い手も抱えている問題である。 
 
(2) なぜ個人情報を収集・共有できるのか―正当化の根拠付け  

個人情報保護の大原則として、本人の同意があれば個人情報の収集・共有が可能である。

したがって、「同意方式」「手上げ方式」による収集・共有というのは、本人の同意を得て

いる以上は法的には問題が発生しない（５．（3）のように、いかにして本人の同意を得る

かという問題が残されているが）。 
収集・共有について問題が起こりうるのは、ガイドラインにいう「関係機関共有方式」

によって、市町村が「本人の同意を得ないで」目的外利用・外部提供を行う場合である。

もう一つ付け加えておくと、災害後の安否確認の段階においては、生命・身体に対する危

険が現在かつ明確であるために、問題にはならない。結局のところ、災害が発生する前に

「本人の同意を得ないで」個人情報を収集・共有しようとする場合に、問題が起こりうる。 

念のために確認しておくが、事前に「本人の同意を得てから」目的外利用・外部提供する

という方途も考えられ、この場合、同意を得ている以上は法的な問題は起こらない。この

場合、事前に DM（ダイレクトメール）を送ってから同意を得ておくという手法が現れて

いる（５．（2）a)）。 
自治体の個人情報保護条例を見ると、「特別の理由」「相当の理由」「公益上の理由」が見

いだされる場合や、審議会がこれらの理由を認めた場合、「本人の同意を得ない」目的外利

用・外部提供も可能になっている。 
これらの理由に相当するか否かであるが、要援護者の避難支援は生命・身体に関わる事

項であり、かつ、自然災害時には生命・身体に重篤な危害が及ぼされる可能性が高いゆえ

に、災害前に情報を共有することについて公共性があるといってよい。少なくとも、地域

において要援護者の所在確認が困難である場合は、「本人の同意を得ない」で、要援護者の

所在に関する情報（「存在情報」）を収集・共有することは許される。 
そもそも、なぜ、要援護者本人の同意を得ない場合でも個人情報（「存在情報」）の共有

が認められるのであろうか。憲法論からすると、一度は要援護者にアプローチをかけ、生

き残ることが困難であるという認識をしてもらった上で、個人情報の共有に同意をするこ

とで生き残りを図るという選択肢を選ぶ「チャンス」が与えられるべきである、という根

拠付けができる。これは、憲法 13 条にいう、生命の保護と自己決定権の確保という両側面

を有していると思う。 
実務的な側面からいえば、先ほども述べたように、まず、どこに要援護者が存在するの

かが分からないとどうしようもない。存在情報の把握は、要援護者支援の「抜け・漏れ・

落ち」を防ぐためにも重要であり、「同意方式」「手上げ方式」による情報収集が芳しくな

い場合には、「関係機関共有方式」による存在情報の共有が求められる。 
正当化の方法としては、第一に、審議会の諮問を経た上で了承を得るという方法がある

し、実際のところ、自治体の個人情報保護条例の運用・解釈にとどまらず、個別の条例に
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おいて個人情報の「目的外利用」「外部提供」を明文で認めているケースもある（「渋谷区

震災対策総合条例 36 条」）。一発逆転的に「同意を得ない」目的外利用・外部提供を無理矢

理実施しようとすると、反発を食らいかねない。この点、地域のコンセンサスを得ながら

正当化を進めていかなければならない。 
正当化のされやすさであるが、以前に災害が起こっているとか、災害が起こることが想

定される地域においては比較的コンセンサスが得られやすいし、そうでないところは、慎

重な態度をとることが予想される（７．（4）参照）。 
 
(3) 「本人の同意を得ない」という意味の再確認 

「本人の同意を得ない」という意味は、事前に同意を得ていない（「消極的な不同意」）

という意味にとどまるのか、それとも、本人が積極的に個人情報の収集・共有を一切拒絶

（「積極的な不同意」）した場合でもあえて収集・共有を行うという意味も含まれるのであ

ろうか。個人情報の収集・共有を本人から完全に拒絶された場合の対応のあり方であるが、

同意を得られない場合には、地域レベルにおいて個人情報は原則消去されることになる（存

在情報も含めて）。とはいえ、本人に拒絶された場合でも、個人情報を市町村の内部にとど

め、要援護者の存在情報として保管しておくことは、災害後の安否確認のためにはあり得

ることかも知れない。この場合は、「情報共有の拒絶者リスト」という形ではあるが、デー

タ保管されることになる。ただし、審議会のチェックが厳しい市町村では、そういったリ

ストの作成も難しい。 
 
(4) 情報漏えいが起きた場合の対処法 

 避難支援の担い手が抱えているもう一つの不安は、もし、自分が保管している個人情報

が漏えいしたらどのような法的責任・法的制裁を受けるだろうか、ということである。要

援護者の情報共有・管理のルールを確立し、それを遵守していれば、法的責任・法的制裁

が科せられることはないということを、避難支援の担い手に周知しておくことが必要であ

る。要するに、守秘義務の内容を守っていたのにもかかわらず、個人情報が漏えいしてし

まった場合には、法的責任・法的制裁から免れうるようにしておかなければならない。 
 

７． 当事者の悩み３ 

―要援護者に関する情報共有・管理のルールが確立していない 

(1) 「地域完結型」の共有・管理形態の可能性 

 ここからは、要援護者の個人情報を「なぜ」共有・管理できるのかではなく、「どのよう

に」共有・管理をするのかという問題である。あくまでも私見であるが、極端な話、地域

で要援護者に関する情報が共有されさえすれば、自治体が必ずしも個人情報を収集・提供

する必然性はない。市町村が個人情報を地域に提供することなく、個人情報の共有を地域

だけで完結するというパターン（地域完結型）もあえて提示しておきたい。 
 行政の関わり方としては、①個人情報を出す・集めるタイプ（積極的なパターンと補完

- 88 -



的なパターン）と、②情報は出さない・集めないが地域の力を後押しするタイプがある。

②をガイドラインでは想定していないパターンとして「地域完結型」と名付けたい。 
 「地域完結型」の事例として、兵庫県洲本市は、市町村は災害後の安否確認という段階

でないと個人情報を提供しない。基本的には、災害前においては、自主防災組織・民生委

員・社会福祉協議会による同意方式でのみ、個人情報を収集しているのが実態である。和

歌山県紀伊勝浦町の北浜区では、自治会員が集めた個人情報は自治会長しか見ることがで

きないし、その他の避難支援の担い手とも共有しない。また、大分県臼杵市の中津浦地区

は、市町村が個人情報を出さなくても、避難支援体制を整備できている。そこでは、避難

支援台帳も作らず、個人に「防災カード」を持たせることによって、要援護者の問題を解

決している。 
 地域の避難支援の担い手による独自事業としては、民生委員制度創設 90 周年記念事業と

して、｢民生委員・児童委員発 災害時一人も見逃さない運動」を展開している。社会福祉

協議会も共同でこの運動に取り組んでおり、その際には、防犯という側面も含めながら個

人情報の収集・共有、地域コミュニティーの充足化を図っている。 
 このように、地域が自主的に個人情報の共有に取り組んでいるものの、大分県佐伯市の

青山地区の話では、個人情報の収集が自主防災組織と民生委員で別々に並行して行われて

おり、うまくヨコの連携がとれていないという。このあたり、市町村や社会福祉協議会が

スーパーバイザー的に情報収集の役割分担につき、調整を図るべきであろう。 
 

(2) どの範囲にまで情報を共有すればいいのか―共有範囲の整理づけ 

a) 存在情報と支援情報 

存在情報で、かつ市町村の関係機関内部にとどまる部分については、かなり広範囲に要

援護者（予備軍を含む）を捉えておいてもよいと思う。個人情報の共有について消極的な

自治体であれ、まずは、実施機関内部における共有から始めればいいのではないか。この

レベルでの共有は、災害後の安否確認の迅速化を図るためにも要請される。以下の b)でも

説明しているように、正当化がなされやすいし、どこの自治体でも目的外利用ぐらいはや

って欲しい。存在情報が、市町村以外の外部に提供される段階で、共有を認めるにあたっ

て要件を厳格にすればよい（情報の管理の仕方について徹底するなど）。 
 支援情報は、要援護者本人とのアプローチを経て情報を収集しなければならないし、情

報の共有範囲も、本人の意思を反映させなければならない。たとえば、東京都板橋区では

名簿の提供先を「登録者の選択制」としている。 
b) 目的外利用と外部提供 

関係機関共有方式といっても、そこでいう共有には「目的外利用」「外部提供」の 2 種類

があるのは周知のことであるが、区別をしておく必要がある。 
 「目的外利用」は、市町村の関係機関内にとどまるため、情報漏えいの恐れが少ない。

その分、目的外利用は外部提供と比べて、認められやすい。 
 それに対して、「外部提供」は、地域に情報が共有されるために、地域内での情報漏えい

が起こらないような工夫が必要である。ただし、本人の同意を得ないままで外部提供がで

きるのは、市町村が地域に対して「存在情報」を提供する場合に限られる。地域において
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個人情報の共有・管理ルールが確立されていない間は、外部提供を認めるべきではないだ

ろう。また、高齢という情報と比べて障害という情報はよりセンシティブな情報であるた

め、障害者の存在情報については、市町村や専門家によって事前に同意を得てから地域に

提供すべきであり、本人の同意を得ないで行えるのは、目的外利用に限定されると考える

べきである。 
c) 避難支援の担い手による区別 

 要援護者情報は、目的に応じて、市町村用、民生委員用、事業者用、自主防災組織用、

避難支援者用などに分けて、共有の範囲を調整することが望ましい。 
  避難支援システム全体の統括者として、個人情報を包括的に把握する、いわばスーパー

バイザー的な立場であれば、より広く個人情報を管理することになる。逆に、避難支援者

であれば、避難支援をすることが予定されている要援護者本人の情報だけを所有すること

になる。 
  市町村以外の地域の担い手であっても、個人情報のセキュリティーが確保されている担

い手には、共有を認めやすくしてもよいであろう。 
d) 時系列的な区別 

 ここにいう時系列的な区別とは、平常時における共有範囲と災害時（あるいは災害切迫

時）における共有範囲の区別である。 
  東京都練馬区においては、平常時において、福祉部局がすべての行政サービス情報をも

とに要援護者名簿を作成しておき、災害が切迫したときにいつでも防災担当部局や防災機

関に提供できるようにしている。また、一人暮らし高齢者生活実態調査に基づいて、本人

から同意を得た上で平時から地域にも情報共有を図っている。ただし、災害時に始めて名

簿を使用することができることになっている。平常時におけるデータを災害時用のデータ

として加工し保管しておくということは無意味ではない。このような事業によって、それ

だけ、災害後の安否確認も進むことであろうし、練馬区のいうところの「避けられた死」

を防止するには有効な手法である。積極的な評価をするとすれば、地域における個人情報

に対する意識の高さを考慮、かつ、地域における個人情報の漏えいを警戒した上での施策

であろう（７．（4）参照）。 
  ただし、災害後あるいは災害が切迫した段階で情報提供が可能になると言うことは、い

わゆる「避難準備情報」の段階では、要援護者の個人情報が地域内において十分に共有さ

れないまま避難対策を講じざるを得ないと言うことを意味している。 
 災害後あるいは災害が切迫した際に情報を提供するというが、緊急時に個人情報を提供

できるのは当たり前のことであって、要援護者の個人情報の共有をめぐる議論というのは、

平常時に、言い換えれば、常日頃から個人情報の共有をどのようにすればよいのか、とい

う議論であると言うことは確認しておくべき事柄である。 
 

(3) 個人情報の管理方法 

 これは、「個人情報をどのような形で保管するのか」という問題である。考えられる方式

は、①紙媒体か電子媒体か、②「台帳方式」か「マップ方式」かという区別が考えられる。

このような台帳上のデータやマップ内のデータが簡単にアクセスできないように工夫する
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というのが常套手段であろう。少なくとも、「管理マニュアル」を作成しておいてそれを守

ってさえいれば、仮に漏えいが起きたとしても法的責任から免除されるという風にしてお

けばよい。「管理マニュアル」の作成手法を地域に提供することが望まれる。 
 また、一度集めた情報の正確性をいかにして確保するかであるが、一度、本人からの同

意を得ておけば、介護保険制度等のデータ更新と連動させればよい。かつ、地域内で日ご

ろから「まめに」声かけをしておくことも肝要である。 
 
(4) 個人情報の共有範囲を左右する要素 

―地域的なコンセンサス・コミュニティーの形成度 

 災害が発生しているところでは、地域レベルでのコンセンサスが形成されやすい。逆に、

災害が発生したことがないところで情報収集・共有をするには、自然災害リスクの認識を

普及させないと地域レベル（加えて個人レベル）でのコンセンサスが得られにくいであろ

う。室崎益輝の「金庫方式」は、個人情報の共有についてのコンセンサス形成が困難な地

域、すなわち、災害があまり発生していない地域であるとか、プライバシーに対する反応

が敏感な地域においては、有効な共有・管理方式であると評価できる。７．(2)d）で取り

上げた東京都練馬区の例は、ここにいう「金庫方式」に入る。 
 地域コミュニティーが成熟しているほど、同意方式・手上げ方式で把握できるし、市町

村のサポートも助言的なもので十分で、地域完結型の共有形態も可能である。他方、地域

コミュニティーが未発達なところでは、まず、地域コミュニティーの成熟を図るか、行政

による強い後押しが必要となる。 
 

８． 当事者の悩み４―避難支援のなり手がいない 

 避難支援者になりたがらない理由の一つとして、仮に、避難支援者になったとして、災

害時に避難支援をしなかった場合、法的な責任・制裁が科せられるのではないかという懸

念を示していた住民もいた。避難支援台帳に掲載される避難支援者というのは、法的な義

務づけを課すべきではなく、あくまでも「自発的な登録」という性格に留めておくべきで

あろう。また、元気な高齢者や中学生も十分に避難支援者として協力を求めることが出来

る担い手である。 
 要援護者の避難支援という問題の中間到達点は、ここにあるといってよい（最終的には、

避難後の医療・福祉サービスの継続も課題として残されている）。要援護者がどこにいるの

かだけではなく、要援護者の避難場所・避難経路ならびに避難支援者が確保されているの

かという「支援情報」が整備されないと何のために要援護者の個人情報を集めているのか

の意味が半減されてしまう。存在情報だけでは、要援護者支援という問題提起ならびに災

害後の安否確認に役立つにとどまる。 
 あとは、避難支援をしている最中に、避難支援者が死傷したり、要援護者の財産に損失

を与えた場合、どのような補償措置がとられるのかという問題がある。この点につき、保

険への加入を勧めたり、公費で保険料を負担する市町村もある。 
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９． むすび 

 要援護者の避難支援は、基本的には地域で解決すべき問題である。自治体はあくまでも

地域において自主的に解決するためのツールやヒントを提供することにある。本稿におい

ては、情報共有・管理のあり方について、様々な事情を抱えた市町村の方々に読んでもら

うことを想定しつつ、あり得るバージョンを網羅的に提示していったつもりである。 
 今後は、要援護者の個人情報の共有・管理のルール作り、管理マニュアル等の作成プロ

セスにどれだけ当事者（特に地域の担い手）の参加を保障するのか、当事者を参加させる

「場」をどのようにして設定するのかが課題となる。 
 

参考文献 

・災害応急対策制度研究会編『災害時の情報伝達・避難支援のポイント』（2005 年） 
・災害時要援護者避難支援研究会編『高齢者・障害者の災害時の避難支援のポイント』ぎ

ょうせい（2006 年） 
・内閣府『災害時要援護者の避難支援ガイドライン』（旧＝2005 年 新＝2006 年） 
・内閣府第 20 次国民生活審議会第 6 回個人情報保護部会（2006 年 4 月 24 日）資料 5 
・内閣府災害時要援護者の避難支援における福祉と防災との連携に関する検討会『災害時・

要援護者対策の進め方について～避難支援ガイドラインのポイントと先進的取組事例

～』（2007 年） 
・越智祐子＝立木茂雄「『災害時要援護度』概念構築の試み―台風 23 号水害時における在

宅人工呼吸器装着者の災害リスク回避行動の分析から―」評論・社会科学 81 号（2006
年）19～39 頁 

・室崎益輝「『災害弱者』とコミュニティー防災」ガバナンス No．42（2004 年）22～24 
 頁 
・山崎栄一「日本における防災政策と基本権保護義務」大分大学大学院福祉社会科学研究

科紀要 4 号（2005 年）49～64 頁 
・山崎栄一他「災害時要援護者の避難支援に関する政策法務のあり方について」地域安全

学会論文集 No．8（2006 年）323～332 頁 
・山崎栄一他「災害時要援護者の避難支援―個人情報のより実践的な収集・共有を目指し

て」地域安全学会論文集 No．9（2007 年）157～166 頁 
・山下淳｢安心・安全のまちづくりと個人情報保護｣月刊地方自治職員研修 2006 年 7 月号

14～17 頁 
・山下淳｢地方自治ほっと NOW 災害時要援護者の支援と地域｣ひょうご自治 2006 年 9
月号 9～10 頁 

- 92 -



おわりに 

2008 年度において、これまでに述べてきたような普及活動や調査活動を展開してきたわ

けであるが、最後に、そもそも、先進事例調査にいう、「先進」とはいったい何なのかにつ

いて自分なりの考えを述べておきたい。先進といっても、いくつかのとらえ方があると思

う。 
 一つ目は、行政が積極的に個人情報を収集し、実施機関内や地域と共有しあっている度

合いを基準とした先進性である。筆者が、災害時要援護者の避難支援というテーマに着手

した当時は、先進といえば、とにかく本人の同意を得ずともいかに個人情報の収集・共有

を推し進めているのかという、イメージを持っていた。しかし、調査を進めていくにつれ、

基本的には、要援護者本人との同意を求めていきながら、個人情報が収集・共有されるべ

きであるので、そういったイメージが必ずしも先進であるのかについて、疑問を抱くよう

になってきた。 
 二つ目は、避難支援プランがどこまで整備されているのかという度合いを基準とした先

進性である。災害時要援護者の避難支援に当たって、個人情報の収集・共有はあくまでも、

全体的なプランからすれば、プロセスの一つに過ぎない。個人情報の収集・共有が自己目

的化してしまい、それ以降の地域における避難支援態勢の整備（地域での情報共有―避難

支援者の確保―安全な避難経路・避難場所の確保―避難後における医療・福祉サービスの

継続）が行き届かないと意味が無くなってしまう。本来的な目的からすれば、二つ目の意

味における先進性というのが、妥当な意味合いかと思われる。 
 三つ目は、個人情報や地域性などの要因によって避難支援体制の整備が難航している中

にもかかわらず、それでも創意工夫を重ねつつチャレンジしていく度合いを基準とした先

進性である。現状としては、二つ目にとりあげた先進性という意味からすれば、進んでは

いないが、自治体や地域が、何とかしていこうと挑戦をし続けているという姿勢そのもの

も、それなりの評価がなされるべきではないかと思う。むしろ、三つ目の意味において先

進性がある自治体・地域から学び取れることが多いのではないか。あえて、筆者はそうい

った意味での先進性も評価したい。 
 そういった様々な先進性を県内・県外において追い求めていった結果として、事業報告

書が作成されたわけであるが、この事業報告書が大分県の防災施策の推進・発展に寄与す

ることを切に願うものである。              
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